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１．2025年３月期第１四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 11,257 24.9 △370 ― △258 ― △192 ―
2024年３月期第１四半期 9,014 12.7 △893 ― △873 ― △653 ―

(注) 包括利益 2025年３月期第１四半期 △309百万円( ― ％) 2024年３月期第１四半期 △154百万円( ― ％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第１四半期 △7.78 ―
2024年３月期第１四半期 △26.17 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 81,970 58,599 71.5
2024年３月期 87,315 59,775 68.5

(参考) 自己資本 2025年３月期第１四半期 58,599百万円 2024年３月期 59,775百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 ― ― ― 35.00 35.00
2025年３月期 ―
2025年３月期(予想) ― ― 36.00 36.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 63,700 8.8 3,500 2.0 4,000 2.3 2,800 1.1 113.13

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2025年３月期１Ｑ 25,617,717株 2024年３月期 25,617,717株

② 期末自己株式数 2025年３月期１Ｑ 866,465株 2024年３月期 866,465株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期１Ｑ 24,751,252株 2024年３月期１Ｑ 24,951,252株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現時点で入手可能な情報及び合理的と判断する

一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、物価高の影響を受けながらも、雇用・所得環境の改善や

インバウンド消費の増加など経済活動の正常化が進み、企業収益は総じて高水準となるなど景気は緩やかな回

復基調で推移いたしました。一方で、世界的な金融引き締めや地政学的リスク等に起因する海外経済の減速感

が高まっており、依然として景気の下振れが懸念される状況となっております。

建設業界におきましては、公共投資の底堅い推移や民間設備投資の持ち直しを背景に、建設投資は緩やかな

増加傾向で推移いたしましたが、資材価格高騰や人手不足、2024年問題などの課題を抱えており、厳しい事業

環境が続いております。

このような状況の中、当社グループは前年度の堅調な受注高を反映し、繰越工事高は502億３千万円（前年度

は371億１千７百万円）と前年度を大きく上回る水準でスタートいたしました。当第１四半期の受注高につきま

しては、前年度に送電線設備部門で受注した大型プロジェクト工事の反動減があったものの、各事業部門とも

主要顧客を中心に堅調に推移した結果、155億１千５百万円（前年同期は185億６千４百万円）となりました。

売上高につきましては、前年度からの繰越工事をはじめ施工は順調に進捗しており、112億５千７百万円（前年

同期は90億１千４百万円）となりました。

利益につきましては、原材料価格や人件費の高騰など、引き続き採算は厳しい状況となっておりますが、売

上高の伸長に加え、顧客との価格協議や経費節減など売上原価の低減に向けた施策を推し進めた結果、３億７

千万円の営業損失（前年同期は８億９千３百万円の営業損失）、２億５千８百万円の経常損失（前年同期は８

億７千３百万円の経常損失）、１億９千２百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失（前年同期は６億５千

３百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

なお、当社グループの業績は、販売費及び一般管理費等の固定費は各四半期に概ね均等に発生する一方で、

工事の完成引渡しが第４四半期に集中することから、売上高、利益ともに第４四半期に偏重する季節的変動が

あります。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ53億４千５百万円減少し、819億７千万円

となりました。（現金預金で16億１千２百万円の減少、受取手形・完成工事未収入金等で56億６千６百万円の

減少、未成工事支出金で11億６百万円の増加）

負債は、前連結会計年度末に比べ41億６千８百万円減少し、233億７千万円となりました。（支払手形・工事

未払金等で19億７千６百万円の減少、未払法人税等で12億７千８百万円の減少）

純資産は、前連結会計年度末に比べ11億７千６百万円減少し、585億９千９百万円となりました。（利益剰余

金で10億５千８百万円の減少、その他有価証券評価差額金で９千２百万円の減少）

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2025年３月期の連結業績予想につきましては、2024年５月14日に公表いたしました内容に変更はありませ

ん。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 8,905,864 7,293,378

受取手形・完成工事未収入金等 38,019,556 32,352,773

未成工事支出金 747,401 1,854,064

商品及び製品 84,681 64,817

仕掛品 6,796 6,194

材料貯蔵品 313,005 321,458

その他 820,886 1,459,380

流動資産合計 48,898,193 43,352,067

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 9,085,051 8,979,713

機械・運搬具（純額） 339,005 367,281

工具器具・備品（純額） 248,246 268,653

土地 9,030,936 9,030,936

リース資産（純額） 1,905,719 1,789,606

建設仮勘定 364,912 880,553

有形固定資産合計 20,973,872 21,316,744

無形固定資産 437,339 426,492

投資その他の資産

投資有価証券 16,285,910 16,044,173

その他 724,772 835,592

貸倒引当金 △4,425 △4,425

投資その他の資産合計 17,006,258 16,875,340

固定資産合計 38,417,469 38,618,577

資産合計 87,315,663 81,970,644
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 7,435,563 5,459,322

電子記録債務 3,069,936 2,990,199

短期借入金 500,000 1,000,000

未払法人税等 1,305,823 27,107

未成工事受入金 338,802 554,475

完成工事補償引当金 301 2,457

賞与引当金 1,679,044 495,280

その他 5,685,468 5,452,984

流動負債合計 20,014,939 15,981,827

固定負債

退職給付に係る負債 5,509,752 5,539,455

役員退職慰労引当金 22,849 18,197

その他 1,992,222 1,831,510

固定負債合計 7,524,824 7,389,162

負債合計 27,539,764 23,370,990

純資産の部

株主資本

資本金 1,430,962 1,430,962

資本剰余金 3,205,423 3,205,423

利益剰余金 53,121,873 52,063,091

自己株式 △769,543 △769,543

株主資本合計 56,988,715 55,929,933

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,687,740 2,595,138

退職給付に係る調整累計額 99,443 74,582

その他の包括利益累計額合計 2,787,183 2,669,720

純資産合計 59,775,898 58,599,654

負債純資産合計 87,315,663 81,970,644
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

売上高 9,014,864 11,257,317

売上原価 8,564,572 10,266,171

売上総利益 450,291 991,145

販売費及び一般管理費 1,343,671 1,361,883

営業損失（△） △893,379 △370,737

営業外収益

受取利息 172 158

受取配当金 89,073 109,446

物品売却益 63,391 64,591

その他 14,155 17,847

営業外収益合計 166,792 192,044

営業外費用

支払利息 12,893 12,467

持分法による投資損失 128,269 51,598

貸倒損失 - 12,215

その他 5,927 3,088

営業外費用合計 147,090 79,369

経常損失（△） △873,677 △258,063

特別利益

固定資産売却益 2,251 181

特別利益合計 2,251 181

特別損失

固定資産除売却損 10 18,044

特別損失合計 10 18,044

税金等調整前四半期純損失（△） △871,436 △275,925

法人税、住民税及び事業税 9,432 △6,716

法人税等調整額 △227,793 △76,721

法人税等合計 △218,360 △83,438

四半期純損失（△） △653,075 △192,487

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △653,075 △192,487
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

四半期純損失（△） △653,075 △192,487

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 466,697 △74,901

退職給付に係る調整額 20,091 △24,860

持分法適用会社に対する持分相当額 12,013 △17,700

その他の包括利益合計 498,803 △117,462

四半期包括利益 △154,272 △309,950

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △154,272 △309,950

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更に関する注記）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項

ただし書きに定める経過的な取扱いおよび「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号

2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表にお

ける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し

ております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期および前連結会計年度については遡及適用後の四半

期連結財務諸表および連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の四半期連結財

務諸表および前連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。
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（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額電気設備

工事業
兼業事業

不動産賃貸
事業

合計

売上高

外部顧客への売上高 8,215,611 700,129 99,122 9,014,864 ― 9,014,864

セグメント間の内部売上高
又は振替高 ― 273,986 11,607 285,594 △285,594 ―

計 8,215,611 974,115 110,730 9,300,458 △285,594 9,014,864

セグメント利益又は損失(△) △147,799 77,440 20,105 △50,253 △843,125 △893,379

(注) 1. セグメント利益又は損失の調整額△843,125千円には、セグメント間取引消去△7,178千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△835,947千円が含まれている。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一

般管理費である。

2. セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額電気設備

工事業
兼業事業

不動産賃貸
事業

合計

売上高
外部顧客への売上高 10,539,440 619,783 98,092 11,257,317 ― 11,257,317

セグメント間の内部売上高
又は振替高 ― 439,348 11,607 450,956 △450,956 ―

計 10,539,440 1,059,132 109,700 11,708,273 △450,956 11,257,317

セグメント利益又は損失(△) 470,019 5,732 34,795 510,546 △881,284 △370,737

(注) 1. セグメント利益又は損失の調整額△881,284千円には、セグメント間取引消去8,038千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△889,323千円が含まれている。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般

管理費である。

2. セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

前第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

減価償却費 340,704千円 359,835千円
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３．補足情報

部門別受注高・売上高・繰越高の状況

①受注高 （単位：千円）

区 分
前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

比較増減 増減率(％)

電気設備工事業

鉄道電気設備 6,625,892 6,890,388 264,496 4.0

道路設備 2,907,703 2,911,039 3,335 0.1

屋内外電気設備 414,329 2,244,897 1,830,567 441.8

送電線設備 8,616,980 3,469,178 △ 5,147,802 △ 59.7

合 計 18,564,906 15,515,503 △ 3,049,402 △ 16.4

②売上高 （単位：千円）

区 分
前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

比較増減 増減率(％)

電気設備工事業

鉄道電気設備 5,004,965 5,858,033 853,067 17.0

道路設備 1,048,277 1,638,836 590,558 56.3

屋内外電気設備 628,476 655,199 26,723 4.3

送電線設備 1,533,891 2,387,370 853,479 55.6

小 計 8,215,611 10,539,440 2,323,828 28.3

兼業事業 700,129 619,783 △ 80,345 △ 11.5

不動産賃貸事業 99,122 98,092 △ 1,029 △ 1.0

合 計 9,014,864 11,257,317 2,242,453 24.9

③繰越高 （単位：千円）

区 分
前第１四半期
連結累計期間末

当第１四半期
連結累計期間末

比較増減 増減率(％)

電気設備工事業

鉄道電気設備 22,538,455 24,780,567 2,242,111 9.9

道路設備 4,313,644 5,366,086 1,052,442 24.4

屋内外電気設備 6,454,514 9,733,209 3,278,694 50.8

送電線設備 14,160,042 15,326,400 1,166,357 8.2

合 計 47,466,658 55,206,264 7,739,605 16.3

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年８月９日

日本リーテック株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 吉 田 秀 樹

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 西 谷 直 博

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている日本リーテック株式会社の2024年４月１日から2025

年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2024年４月１日から2024年６月30日まで）及び第１四半期

連結累計期間（2024年４月１日から2024年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半

期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計

基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成

されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性

が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要

な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又

は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成

基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上


